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１．はじめに

　エチオピア政府は、2015年までに全ての

子どもに初等教育の機会を提供することを目

標として，教育開発を進めている。が、地域

格差が非常に大きく、とりわけ人口の希薄な

へき地では学校数が絶対的に不足している。

政府は，限られた教育予算のなかで学校を建

設するために、コミュニティの積極的な参加

を要請する政策を展開している。

　本稿では、エチオピアにおける教育開発の

現状を概観した後，農村へき地における教育

開発に、コミュニティが大きな役割を果たし

ている事例として、ManaBUプロジェクト

をとりあげて検討するとともに、その意義と

課題を明らかにする。研究方法は、2006年

10-11月および2007年３月にかけて実施し

た現地調査（資料収集、インタビュー、観察

など）による。

２．エチオピアにおける教育開発の現状

（1）教育セクター開発プログラム

　エチオピアは国土面積1100万平方km、人

口約7300万人というアフリカ大陸で２番目

に大きな人口を抱える国である。国民の約

16％が都市部に、84％が農村地域や遊牧地

域に生活している(Shibeshi 2005, p.1)。国

民の平均一人当たりGNIは約100ドルで、人

口の44％が貧困ライン以下の生活をしてい

る(Ibid. p.7)という、世界の最貧国の一つで

ある。

　現代エチオピアの教育改革は、1974年以

来の内戦が1991年に終結し、エチオピア連

邦民主共和国が樹立されて３年後に発表され

た教育訓練政策(ETP：Education and

Training Policy)にもとづいて実施された第

一次教育セクター開発プログラム(ESDPⅠ：

Education Sector Development ProgramⅠ

(1997/98-2001/02)に始まる。

　ESDPⅠでは、2015年までに初等教育を

完全普及することが目標とされ，男女格差，

地域格差の是正が強調された。この期間に、

初等教育総就学率は41.8％から61.6％に大

きく向上したが、地域格差および男女格差は

ほとんど縮小していない（MoE  2002 ,

p.30）。

　エチオピア政府は引き続き E S D P Ⅱ

(2000/01-2004/5)を発表し、さらに教育の

アクセスおよび質を高めるために、コミュニ

ティを活用することを重視した。政府の学校

建設予算を補う形でコミュニティの貢献が要

請され、2005/06年には、初等教育総就学率

は85.8％に上昇した(MoE 2006, p.3)。が、

教育の質の面では、１学級あたりの児童数

69 名(MoE 2006, p.20)、１年生の中退率

20.6％(MoE 2006, p.22)といった数字に見ら

れるように、停滞している。

　ESDP Ⅰ、ESDP Ⅱを継続発展させて

ESDP Ⅲ(2005/6-2009/10)が策定され、

「2015 年までに学齢期のすべて子どもが初

等教育を受け、将来、国家の民主主義と開発

の担い手となる国民のすべてのレベルにおい

て、訓練されスキルをもつ人的能力を開発す

る」ことを目指して、教育開発が進められて

いる。まず、エチオピアの教育開発の現状を
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表１　小学校の総就学率

概観する。

（2）教育へのアクセス

　エチオピアの教育システムは、８年間の初

等教育と４年間の中等教育からなる。８年間

の初等教育はそれぞれ４年間の第１サイクル

と第２サイクルからなり、４年間の中等教育

は、それぞれ２年間の一般教育と大学入学準

備教育から成っている。10学年を修了する

と、大学あるいは技術学校や職業学校に進む

ことができる。

　エチオピアにおける初等教育の就学者数は

大きく伸びている。１学年から８学年までの

就学者数は1995/96年には370万人であっ

たが、2005/06年には1475万人と飛躍的に

増加している。初等学校の数は1995/96年

には12471校であったが、2005/06年には

19412校となり、これは約56％の増加であ

る(MoE 2006, p.45)。そのうち85％の初等

学校が農村・牧畜地域に建設された(MoE

2005, p.8)。

　エチオピア全国の初等教育総就学率は、

1996/97年には男子43％、女子26％(Hyde

2005, p.6)であったが、2000/01年に男子

67.3％。女子47.0％、2005/06年には男子

92.9％、女子78.5％と著しく伸びている

(MoE 2006, p.4)。ジェンダー格差はそれぞ

れ17ポイント、20.3ポイント、14.4ポイン

トと、わずかに縮小している。

　初等教育総就学率をサイクル別に見ると、

第１サイクル（1-4学年）の初等学校の総就

学率は117.6％であるのに対し、第２サイク

ル（5-8学年）の総就学率はわずか58.8％で

あり(MoE 2006, p.4)、５学年の残存率は男

子57.2％、女子61.9％、男女合わせて59.3

％で、全体的に約６％上昇している(MoE

2006, p.23)。純就学率に関しては、2000/01

年には、男子33.7％。女子30.0％であった

が、2005/06年には男子81.7％女子73.2％、

にまで上昇した(MoE 2006, p.6)。

　全国的には就学率は上昇しているが、州別

に見ると大きな格差がある。こうした数値に

は、大きな地域格差が含まれている。2005/

06年の総就学率は、都市部を多く抱えるア

ジスアベバ州(男子135.5％。女子161.3％)や

ガンベラ州(男子167.6％。女子104.6％)で

は、100％を超えている。ところが、牧畜地

域の多いアファー州(男子24.2％。女子19.1

％) ソマリ州(男子35.4％。女子24.4％)では、

1996年以降、ほとんど大きな変化が見られ

ず、総就学率は極端に低いままである(MoE

2006, p.4)。

　全体的な就学率の上昇の背景として、政府

がはじめた低価格の学校建築仕様による学校

建設、とりわけ学齢期の子どもたちの住んで

いる地域における、コミュニティの協力によ

る学校建設および開学前の入学児童登録の実

施、それらにともなう子どもの教育に対する
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表２　州別総就学率

保護者の意識の向上などが考えられる。

　本稿でとりあげるManaBUプロジェクト

はオロミア州で始められた。オロミア州は面

積および人口においてエチオピアで最大の州

であるが、極端に就学率の低いアファー州お

よびソマリ州を除くと、総就学率（男女）が

それぞれ100.9％、78.6％と女子の総就学率

が相対的に低い。(MoE 2006, p.3)。

（3）教育の質

　退学率は減少傾向にあるものの、まだかな

り高い。１学年の退学率は2000/01 年に

27.9％、2005/06年に20.6％、1-8学年の退

学率は2000/01年に17.8％、2005/06年に

11.8％である。エチオピアでは1997年に自

動進級制度を取り入れたため、1-8学年の落

第率は，2000/01年に男子8.4%、女子11.5%

であったが、2004/05年にはそれぞれ3.8％、

3.7%と低下している(MoE 2006, p.21)。　

　児童対教師の比率は、1996/97年には42

であったが、就学児童数の急増を反映して、

2004/05年には66、2005/06年には62に

なっている(MoE 2006, p.19)。こうした現実

を考慮して，政府は，児童対教師の比率を50

から65に修正した。１教室あたりの児童数

の目標は60名と設定されているが、2000/

01年に70人，2005/06年に69人と，ほと

んど変わっていない（MoE 2006, p.20）。都

市部よりも農村牧畜地域においての方が、ク

ラスの規模は大きくなる傾向にある。農村牧

畜地域では学校が少なく、第１サイクルの就

学児童が多いからである。

　教員の資質に関しては，第１サイクルの有

資格教員の割合は、2000/01年に96.6％、

2004/05年に97.1％と変わりがないが，第

２サイクルの有資格教員の割合は、2000/

01年に21.1％、2004/05年に54.6％と大き

く伸びている。が、なお、２人に１人が無資

格の教員である。

　初等教育の教科書は、地方分権政策によ

り、中央のカリキュラム開発研究所によって

作成されたシラバスに基づいて、各州の教育

局が編集することになっている。各州でつく

られる教科書はそれぞれの地域的特色が盛り

込まれ、各州の言語に翻訳されるので、学習

者にとってより生活に密着した内容になりう
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表３　ESDPⅡの達成度　

る点で、教育の質を高めうる。しかし、実際

には、教科書が中央教育省で編集されていた

時代と比べると、教科書の質は低下している

という。地方教育局に能力ある人材が育成さ

れていないからである。また、州教育局から

届いた教科書は各郡の教育事務所の責任にお

いて各学校に配布されるが、輸送手段が限ら

れているなどの事情により、へき地に適時に

届かない場合がある。(Hyde et al. 2005, p.

８)。

　教科書はほぼ２人に１冊の割合で普及し

(MoE 2005, p.15)、小学校の65％が教材室

を備えており(MoE 2006, p.26)、さらに各校

で教師自身が作成した教材もかなり活用され

ている。この点においては、ザンビアやタン

ザニアなど他のサブサハラ諸国に比べて、相

対的に教育の質を高めていると考えられる。

　全国学習評価(Na t i ona l  Lea rn ing

Assessment)が４学年と８学年で実施され

るが、2003/4の成績平均は、それぞれ48.5

％、39.7％で、1999/2000年の47.9％、41.1

％と比べて8 学年がわずかだが低下してい

る。その理由として、児童の学びと教授法に

対する教師の意識の低さ、教師による教材の

不適切な使用、児童のバックグラウンドに対

する教師の認識不足、教師用指導書やシラバ

スの不足、が指摘されている(MoE 2005,

p.15)。

３．地方教育行政と地域住民の連携によ

る学校建設－ManaBUプロジェク

ト

（1）プロジェクトの概要

　前述したように、ESDP Ⅱの大きな特色の

一つは、積極的にコミュニティを活用するこ

とであった。小学校建設に対する住民参加は

多くの開発途上国で伝統的に見られ、近年、

国際機関やNGO などによる学校建設プロ

ジェクトにもしばしば取り入れられている

（清水2005, p.ii）。

　エチオピアでは、Education For Allを達

成するために、就学機会の少ない地方に低価

格の小規模学校を多数建設することとし、か

つ、政府の財源が限られているという事情か

ら、住民参加によって学校を建設するという
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方針が打ち出され、そのために、コミュニ

ティの果たすべき役割が重視されたのであ

る。予算案としては、予算源の83.4％を政府、

8.1％をコミュニティが負担し、4.8％を外国

援助、3.6％をNGO支援に頼ることとし、経

常予算の約50％を初等教育に充当すること

が、ESDPⅢに明記されている。

　この政策に沿って推進されている一つに、

ManaBUプロジェクト、正式には「住民参加

型 基 礎 教 育 改 善 プ ロ ジ ェ ク ト 」

（Community-Based Basic Education

Improvement Project）がある。ManaBU

とはCommunity-Based Schoolを意味する

オロモ語の頭文字をとったニックネームであ

る。へき地で地域に根ざした第１サイクルの

小学校を計画、建設、運営していくためのモ

デルを構築するとともに、そのためのガイド

ラインを提示することを目的として、JICA

の協力のもとに、オロミア州教育省によって

2003年11月に４年間の予定で開始され、次

の５項目を実施することとされた（JICA作

成のManaBUパンフレット）。

・郡(Woreda)を選び地域に根ざした学校を

建設し、設備を整える。

・新たに建設された学校の運営を改善し、質

の高い教育が行われるように支援する。

・地域に根ざした学校を計画、建設、運営す

るためのガイドラインをつくる。

・郡教育局行政官の計画およびモニター能力

を高める。

・学校の建設および運営にかかわって、コ

ミュニティをエンパワーする。

　ManaBUプロジェクトはノンフォーマル

教育としてはじめられたが、やがて住民の要

望がノンフォーマル教育よりもフォーマル教

育に向けられていることがわかり、2005年

に｢基本的には正規の基礎教育プログラムを

提供し、必要に応じてノンフォーマル教育

を、時間帯をずらして行っていく｣方針を打

ち出した(ManaBU 2006a, vol.13)。その結

果、正規教員が州教育局によって配置される

ことになり、不足分をコミュニティが雇用す

ることとした。

　ManaBUプロジェクトは2005年９月に

４つの郡に５校を建設し、約2000人の子ど

もたちが就学している。さらに第２期とし

て、９郡に13校が2006/07年度の開校をめ

ざしている。プロジェクトが支援する

ManaBU教室では１教室60人程度、教科書

１人１冊配布を目指している。　

　前述したように、エチオピア政府は、正規

の小学校１教室あたりの児童数を60人と決

めているが、現況は64.5人で、80人以上の

教室も少なくない。地域住民たちによって学

校建設が進められているが、なお絶対数が不

足しているためである。大規模学級で、教科

書も不足しているなかで、資格のない準教員

が行う教育に、質の高さを期待するのは難し

い。そうしたなかで、ManaBUプロジェクト

は、教育の質を確保するための具体策を提示

するなど、その第一歩を踏み出そうとしてい

る。

（2）ガイドライン

　学校をつくる、といっても、それにはさま

ざまなプロセスがある。学校をどこに建設す

るのが適切か、どのような構造の建物にする

か、大工をどのように雇用するか、住民の労

働力をどのように組織化するか、建設過程で

の資金や資材の調達および管理をどのように

するか、学校の運営維持費をどのように捻出

し、管理し、使途を決定するか、教員を何名

どのように雇用するか、などなど。学校の建

設準備段階から建設過程、建設後の運営・維

持までをどのように進めていくのかというガ

イドラインを作成することも、ManaBUプ

ロジェクトの主要な目的である。ManaBU

プロジェクトが終了した後も、地方行政官や

地域住民が今後の学校建設に役立てるためで

ある。　
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表４　各学校の学年開始時、終了時の児童数

　2005年2月に、ガイドライン・ドラフト

作成のためのワークショップ(writeshop)が

2週間開かれ、州(Region)、県(Zone)、郡

(Woreda)の各行政官、ManaBUプロジェク

トチーム、NGOなどの関係者約40名が参加

し、ドラフトを作成した。そして、ガイドラ

イン改訂ワークショップが2006年7-8月に

行われ、オロミア州、プロジェクトの対象と

なっている3県、９郡の教育行政官と郡建設

技官が参加した。ワークショップでは、ま

ず、改訂方針と内容について意見交換をし

た後、合意形成がはかられた。このワーク

ショップの成果をもとに、3週間かけて実際

の改訂作業が行われた。2007年１月に、郡

教育事務所レベルのガイドライン・ハンド

ブック編集ワークショップ、およびオロミ

ア州教育局レベルでの編集会議が開かれて、

さらに改訂・編集作業が進められ、第３版ド

ラフトとして完成した（ManaBU 2007,

vol.36）。完成した改訂案は発表会で行政、

援助機関、ＮＧＯなどの関係者に紹介され、

今後オロモ語に翻訳される予定である。

(ManaBU 2006a, vol.30)

　ガイドライン改訂版には、次のような特色

が見られる(ManaBU 2006a, vol.30)。

・利用者自らが改定作業に参加した

・ManaBUプロジェクトの生きた事例を随

所に追加した

・建設過程の技術的な配慮に関する情報を充

実させた

・校舎の維持管理に関する指針を導入した

（3）学校建設

　郡のなかでどの行政村(カバレ）を選ぶの

か、行政村のなかでどの集落を選ぶのか、建

設対象地の選定は重要な意味をもつ。まず、

候補地域の学齢児童数、就学児童数、最寄の

学校までの距離、人口密集度、天候や地形な

どの自然条件、などに関する調査を行う。

　さらに、学校建設要請の有無、住民による

地域活動の実施状況などについても調べる必

要がある。援助する側が何から何まで準備し

て進めるのではなく、地域住民が資材（現地

調達が可能な石材、木材、水など）、資金（セ

メント、トタンなどの購入費の一部）、建設

職人を補佐する労働力を提供し、建設過程の

実施監理から学校運営にいたるすべてにおい

て、主体的に参加することが求められるから

である。学校建設後も、質の高い教育の提供

を維持していくために、地域住民が学校運

営に持続的に取り組んでいく可能性の高い地

域を優先的に選定する(ManaBU 2004, vol.

６)。第１期として４つの郡に５校が建設さ

れ、2000余名が学んでいる。

　オロミア州では、｢低価格モデル｣として、７

×８ｍの教室４棟、職員室、倉庫からなる土
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壁、トタン屋根の学校を推奨している

(ManaBU2004, col.3)。政府仕様の小学校建

設の費用は、１校あたり約300万円であるの

に対し、ManaBU学校は2005年時点で約140

万円で建設された(ManaBU 2006a, vol.24)。

　2006年時点では、セメント・屋根のトタ

ン板・釘・木材などの購入のために140万円、

および大工の給料30万円が ManaBUプロ

ジェクトから支出され、地域住民が現地調達

する建設資材(石・砂利・木材・工事用の水・

壁用の土や藁)が約60万円相当、地域住民が

交代で大工を補助しながら提供する労働力

（20名が100日間）が40万円相当と見積も

られている(ManaBU 2006a, vol .30)。

ManaBU学校の天井には透明な波型トタン

板で明かり取りがつくられ、電気のない教室

でも読み書きにあまり不自由はない。このよ

うに、ManaBUが従来の建設費用の約半分

という低価格で学校建設を実現し、政府がそ

れをモデルとして認めたことの意義は大き

い。

　学校の備品に関しては、ManaBU プロ

ジェクトから児童用として、バレーボール、

サッカーボール、教材作成用紙、ノート、教

師用として、タイプライター、輪転機、はさ

み、定規、ファイル、カーボン紙、カラーペ

ン、ホッチキス、鉛筆、鉛筆削りなどが各校

に供与されている。が、タイプライターや輪

転機は、使用方法についての研修がまだ実施

されていないため、梱包されたままであっ

た。近く研修が行われる予定とのことであ

る。

（4）教員研修

　2006年2-3月に４校を対象として実施さ

れたManaBU学校調査では、教員数は４校

合わせて男性10名、女性７名の計17名で、

そのうち15名がTTIでの１年間の教員養成

課程を修了して、第１サイクル小学校教員の

資格を有しており、２名のみが無資格であ

る。教員経験年数は、１年が11名、２年が

２名、４年以上が２名（２名は不明）であっ

た（ManaBU 2006b）。

　ManaBUプロジェクトの新設5校に配属

された教員のうち、政府が雇用している教員

は1年間の教員養成課程(TTI)を修了してい

るが、コミュニティが雇用している教員は、

教員養成課程を修了していない臨時教員やノ

ンフォーマル校でファシリテーターを2，3

年経験している非資格教員が多い。最近は、

例えばガサラ・カチレ小学校やイファ・ モル

トレ小学校などのように、教員養成所（1年）

を卒業し、教員実習経験を得るために無給で

勤務している教員が出現している。

　これらの新任教員に対して、教授活動を含

めた日々の教育活動を振り返り、より質の高

い指導ができるように、ManaBUプロジェ

クトは研修マニュアルを作成した。このマ

ニュアルには、授業案の作成や児童の指導、

学級運営などに関すること、学校の運営方

法、地域住民との連携方法などが盛り込ま

れている。教員が各自で、あるいは同僚た

ちとともに学んでいくための「参考書兼問

題集的なもの」として活用されている

（ManaBU 2006a, vol.21）。

　初任者研修のための講師研修は、2005年

10月に3日間実施された。講師研修の講師

としてプロジェクトが雇用した大学教員（マ

ニュアル作成にも携わった）の主導の下で、

郡教育行政官たちが、マニュアルの内容と研

修方法について学んだ。講師研修を終えた行

政官たちは、それぞれの郡に戻って、教員に

対する新任研修を実施している。2005年11

月に２日間実施された講師研修には、

ManaBU 学校の教員だけではなく、近隣

校の新任教員、近隣学校群を管轄する学校

の指導教員なども参加したという。模擬授

業では、観察チェック表の｢質問の仕方｣

｢黒板の書き方｣｢時間のとり方｣などの項

目 に 沿 っ て 評 価 し な が ら 観 察 し た

（ManaBU 2006a, vol.22）。2006年12月に

は再度講師研修が行われ、州教育局から２
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名、ManaBU対象の各郡から3-4名ずつ計35

名が参加した。主に、授業計画の立案方法や

教授法、教材活用法、評価方法などについて、

議論だけではなく、グループ討議を通じて理

解を深めた（ManaBU 2007, vol.35）。

　2007年には、講師研修の受講生が講師と

なって、２日間の新任研修が実施された。

ManaBU学校および近隣校から約20-30名

の教員が参加し、講師により講義の後、グ

ループワークを通じて活発な意見交換が行わ

れた（ManaBU 2007, vol.36）。

　新任研修が実際に学校でどのように生かさ

れているのかについて、2006年2月にアジ

スアベバ大学の調査チームによって実施され

た「現職教員研修ニーズアセスメント報告」

(ManaBU 2006b)から見てみよう。

　いずれの学校でも、ManaBUプロジェク

トの研修で学んだ「学習者中心の教授法」を

目指しており、実践に関しては「とくに問題

はない」と多くの教員が話したが、実際の授

業観察では、「学習者中心の教授法」が効果

的に行われているとは言い難い。その理由と

して、85-108名という大規模クラスである

こと、教員が児童の能力差を配慮していない

こと、適切な教材を適切に活用しきれていな

いこと、などがあげられている。また、教室

内の机の配置についても、U字形などにする

方法を研修で学んだが、大人数の教室では実

現が難しく、ほとんどの教室では従来の列形

である(ManaBU 2006b, pp.7, 12, 16 & 20)。

　3（A, B, C）校における授業観察の結果、

全体として評価が高かったのは「学習に適し

た教室環境であるか」「教員は児童の学力に

応じた授業をしているか」「学習目標に態度

的側面が含まれているか」「宿題は授業に関

連して出されているか」という質問に対する

回答であった。逆に最も評価が低かったの

は、「教員は多様な教材を活用しているか」

「教員は児童の学習経験を踏まえて対応して

いるか」「事例やイラスト、実演などを使っ

てわかりやすく説明しているか」「学習評価

は適切か」という質問に対する回答であった

(ManaBU 2005b, pp.24-25)。

　学級経営の面では、いずれの学校でも大き

な問題はなく、小さな問題としては児童の遅

刻や喧嘩などがあるが、教員が校則を児童に

説明したり、問題行動を未然に防ぐために躾

をしたり、責任感を涵養したり、よりよい人

間関係を築くように指導している。校長や教

員がドロップアウトした児童の家庭を訪問す

ることもある(ManaBU 2005b, p.17)。

　「現職教員研修ニーズアセスメント報告」

によると、教員が研修を最も必要としてい

るのは、「教材の準備と活用法」「学習者中

心の教授法」「記録管理」であった(ManaBU

2005b, pp.27-28)。この結果を受けて、2006

年 3 月の教員研修は、新任教員だけではな

く、経験豊富な教員も参加して、上記調査を

実施したアジスアベバ大学教員の指導のもと

に実施された。｢教材の活用法｣｢授業計画｣｢記

録管理｣｢教授法｣について、具体的な事例が

豊富に示され、活発な議論が展開された。

（ManaBU 2006a, vol.26）

（5）学校運営

　学校運営に関しては、以下の問題を抱えて

いる。

　特に深刻な問題は、児童数に比して教員が

少ないため、当初は60人学級を目指してい

たにもかかわらず、クラス規模が大きくなっ

ていることである。そのため、教育の質を向

上させ得る「学習者中心の教授法」が阻害さ

れている。もちろん、クラス規模だけが阻害

要因ではないが、たとえ教員が充実した研修

を受講したとしても、大規模クラスでの「学

習者中心の教授法」を効果的に実践すること

は難しい。もし教員数を増やすことができ

れば、同じ教室を使用して二部制を実施する

こともある程度可能であるが、教育の質を向

上させるためには、教室の増設も必要であろ

う。

　また、A校では、コミュニティが教員住宅



大津　和子

－123－

・教員の不足による大規模クラス（A, B, C, E校）

・ 資金の不足（A, B, C, E校）

・ 配給されたラジオの電池が買えない（A, B, C, E校）

・ 旗がない（A, B, C, E校）

・ 孤児や、親が牧畜のために移動して残された子どもへの文具などの支援（A, B校）

・ フェンスがない（B校）

・ 警備員がいない（B校）

・ 教員住宅の欠如（B, C, E校）

・ 雨期の川の氾濫による児童の欠席（C校）

・ ２名の教員の給与が２?５ヶ月分未払いである（C校）

・ 現金収入を得る手段がない（C校）

・ 水がない（C校）

・ 郡事務所から椅子や教科書を運ぶ交通手段がない（E校）

・ 男女別のトイレがない（E校）

表５　学校運営に関する問題

（出所）ManaBU (2006b)より筆者作成

を建設したが、他校では教員住宅がない。B

校の教員は毎日遠距離を通勤しなければなら

ず、C校の教員は学校に寝泊まりしている。

ラジオ番組を利用した授業をするために配給

されたラジオは、電池が買えないために使え

ず、警備員を雇用したり、フェンスを作るた

めの資金もなく、資金を得るための事業の手

だてもない、という事態である。（なお、B校

の教員の給与未払いの件については、郡教育

事務所に問題があることが指摘された。）

　ManaBU学校の教員は、学齢期の子ども

の家庭を訪問して就学を促したり、ドロップ

アウトした子どもの家庭を訪問したりすると

ともに、コミュニティの会合に参加して、学

校運営への参加を促したり、弊害ある風習の

廃止を訴えたり、エイズに対する意識を高め

るよう働きかけている(ManaBU 2005b,

p.22)。

　いずれのコミュニティも、学校を建設する

ために現地で調達すべき建材を提供するとと

もに、労働力をも提供した。とりわけ、A校

のコミュニティは、教員宿舎を建設し、学校

のフェンスをつくり、警備員を雇用し、教員

のために遠方の水源から水を運ぶことも引き

受けている。いずれのコミュニティもPTA

などを通じて学校運営活動に参加している。

また、教員と協力しながら、ドロップアウト

した子どもを復学させたり、女子を修学させ

るように保護者に働きかけている(ManaBU

2005, p.17)。その結果、2005/6年度の中途

退学率は、コロバ・ハワス校2.56％、バモ校

21.24％、イファビヨ校7.91％、ワルタア・

ジャララ校5.98％、ラガラフト校4.10％で、

オロミア州の中途退学率22.82％と比較する

と、かなり低くなっている。　

（6）事例：Aコロバ・ハワス校

　オロミア州の地方都市アダマ(アジスアベ

バ南東約100ｋｍ)から、車で丘を越え川を

越えて走ること約90分。小高い丘の上に、小

さな学校がポツンと建っている。柵で囲い込

まれた敷地に建物が２棟あり、それぞれに教

室が２つと教員室が１つ、少しはなれたとこ

ろに4つの穴が仕切られたトイレがつくられ

ている。ここで1年生（男子47女子34計81

名）と3年生（男子28女子24計52名）が
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1クラスずつ、2年生（男子78女子63計141）

が2クラス、計274名の子どもたちが学んで

いる。

　3年生の算数の授業では、４桁のアラビア

数字をオロモに直して読む、オロモ語で書か

れた４桁の数字をアラビア数字に直して読む

というレッスンで、後半は、2 3 5 + 0 、

2055+0、230×0、といった０にかかわる

練習問題を行っていた。

　教室には、女子児童が22名、男子児童が

15名。男性の若い先生は、１問ずつ黒板に

書いて出題するたびに、ゆっくり児童たち全

員を見まわしながら、挙手している児童たち

の中から指名し正解を言わせた。先生に指名

されて答えたのは、男子よりも女子のほうが

圧倒的に多い。一度も挙手をしなかったの

は、１カ所に固まって座っている女子児童６

名だけであった。

　授業の後で尋ねると、「シャイで自信のな

い女子児童を励ますために、普段の授業でも

出来る限り女子児童を多く指名するようにし

ている」とのことであった。また、この学校

では、児童の学力を大きく三つのグループに

分けて把握しており、最も下位のグループの

児童たち（1年生20名、2年生15名、3年

生10名）には毎日40分間の補習をしている。

先ほどの授業で一度も挙手しなかった６名の

女子児童についても、補習の時間に指導して

いるということであった。

　教員は、前述したManaBUプロジェクト

の研修を受講し、授業方法についても学んだ

という。郡教育事務所から3ヶ月に1回、スー

パーバイザーが来校して、各教室の授業を参

観したあと、教員たちと指導方法などについ

て討議を行っているとのことである。

　この小学校で郡教育事務所に雇用されてい

るのは、校長１名と教員３名で、教員には

475ブルの給与が支払われているが、コミュ

ニティに雇用されている準教員は10学年の

修了者で、150ブルが支払われている。教員

は、教員研修で児童の問題行動に対する対応

などについても学び，ドロップアウトした児

童たちの家庭を訪問して、復学を促すことも

あるという。ちなみに、教員はすべて男性で

ある。地方（とくにへき地）で女性教員が少

ないのは、開発途上国が共通して直面してい

る問題である。

（7）コミュニティの参加

　ManaBU 学校の建設過程において、コ

ミュニティは大きな役割を果たしているが、

以下のようにまとめることができよう。

　まず、行政、住民、職人が作業スケジュー

ルと必要人員数について協議を行い、合意に

至ってから、工事が開始される。建設過程全

般の監督や学校建設用地はコミュニティが提

供する。建設予定地の所有者には郡が代替地

を準備する。建設資材のうち、現地で調達可

能な建設資材（石材、木材、わら、砂、水な

ど地域によって異なる）の収集、運搬はコ

ミュニティの役割である。　

　建設職人はプロジェクトによって雇用され

るが、建設用地の整地、基礎部分の石積み、

床張り、土壁つくり、屋根葺き、ドアつくり

など、建設職人を補佐する種々の労働はコ

ミュニティが提供する。また、トイレの穴掘

りや（学校によっては）敷地周りのフェンス

つくりなども、コミュニティの人々によって

行われる。

　ManaBU学校の教員は、基本的に政府に

よって雇用されることになっているが、実際

は４名のうち２名程度しか雇用されず、不足

分をコミュニティが雇用する場合が多い。

ManaBU学校はへき地（教員は毎月末、学校

から郡教育事務所まで約３時間を歩いて、給

与を受け取りに行くという）にあるため、教

員を永続的に確保するためには教員住宅が必

要である。

　A コロバ・ハワス校では、へき地に赴任

する教員を迎える前に、地域住民は３日間

協議を行い、15 日間かけて１世帯（子ど

もの有無にかかわらず）２ブルずつ集めて、
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建設職人を１名雇用することを決めた。学

校建設時に余った資材と追加購入した資

材を使って教員宿舎を１ヶ月で建設した

(ManaBU 2006a, vol.28)。

　Fイファ・モルトレ校では、郡教育事務所

に雇用されている２名の教員のために、コ

ミュニティが教員住宅を建設した。また、水

の確保が困難な学校では、コミュニティの

人々が教員のために水汲み配達をしている例

もある。

　さらに、学校の警備員を雇用するのも、コ

ミュニティの役割である。子どもたちの安全

やプロジェクトからManaBU学校に供与さ

れた教育資材などの保管のためである。例え

ば、A コロバ・ハワス校の地域では、低地

乾燥帯であるため農耕が厳しく、学校運営

費用に充てる住民からの徴収金は、１家族

月２ブルがやっとという状況で、学校の警

備員への月給も40 ブル(換金作物を栽培で

きる地域では 1 5 0 ブル)しか支払えない

(ManaBU 2006a, vol.23)。

　学校の建物が完成すると、今度は学校運営

のために、コミュニティが大きな役割を果た

す。学校建設に先立って立ち上げた建設運営

委員会（Construction Management

Committee）が中心となって、2名の教師と

5名の住民代表から成るPTAを結成し、学

校運営を行うのである。PTA会議は毎週開

催され、授業がどのように進められている

か、子どもたちがどのように学んでいるか、

どのようにして子どもの安全を守るか、など

について話し合っているという。ときどき学

校にやってきて授業を見学し、コメントやア

ドバイスをしたり、長く欠席している児童の

家庭を訪問して登校を促す保護者もいるとい

う。学校建設および運営への住民の参加度は

かなり高いようである。

４．ManaBUプロジェクトの成果と課題

　　

　ManaBUプロジェクトは、2003年11月

に４年間の予定で開始されたので、まだ完成

への途上にある。したがって、プロジェクト

の評価をするには時期尚早ではあるが、現時

点において、どの程度目標が達成されたのか

を検討したい。

　ManaBUプロジェクトは、前述したよう

に、次の５項目を実施することを目的として

設定していた。

①郡(Woreda)を選び地域に根ざした学校を

建設し、設備を整える。

②新たに建設された学校の運営を改善し、質

の高い教育が行われるように支援する。

③地域に根ざした学校を計画、建設、運営す

るためのガイドラインをつくる。

④郡教育局行政官の計画、モニター能力を高

める。

⑤学校の建設および運営にかかわってコミュ

ニティをエンパワーする。

　①に関しては、長引いた雨季などのために

資材の搬入が遅れたりして、校舎の完成が延

期された学校もあるが、ほぼ計画通り順調に

建設されている。

　②に関して、質の高い教育を行うために、

教科書・机・椅子・黒板といった学習環境

が各学校で整えられている。が、現時点では、

１教室当たりの児童数が80-100名以上と非

常に多く、「学習者中心の教授法」を実現す

ることを困難にしている。これは、「もとも

と学校への通学が困難で、ニーズの高い地域

（へき地）が学校建設地として選出された。プ

レ・レジストレーション（就学希望者調査）

において、1000人を超す事例も散見され、就

学希望者に対して男女比を考慮したうえで7

歳児や未就学児を優先して順位を付けたもの

の、それでも１クラス60人は不可能な状況

であった。とりわけ、学校建設に協力した地

域住民に対して、１クラスを60人に限ると

いう理由で、就学希望を断ることが困難で

あった」（ManaBUスタッフ談）という事情
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によるものである。

　教育の質を大きく左右する教員の研修は、

前述したように、授業方法や児童に対する指

導、学校運営についても、実践的な研修が実

施されている。研修の成果が顕著に現れてい

る部分もみられるが、今後さらに研修を重ね

ていく必要があろう。また、保護者が学校の

運営にかかわって授業をたえず観察し、教員

にアドバイスをしたり励ましたりすること

も、教育の質を高めることになるだろう。

　③に関しては、計画通りに進んでおり、完

成されたガイドラインは、今後各地で地域に

根ざした学校を建設し、運営していくため

の、有益な手引きとなりうるであろう。

　④に関しては、2006年１月に実施された

ManaBUプロジェクトの「中間評価」におい

て、「妥当性」および「有効性」は「高い」と

評価されたが、「効率性」は低いとされた。効

率性を阻害している主な要因として、「オロ

ミア教育省行政官のManaBUプロジェクト

に対する当事者意識と参加度の低さ」「州、

県、郡行政官の頻繁な人事異動と辞職」があ

げられている。こうした状況は、プロジェク

トの自立発展性にも悪影響を与えることが懸

念されている（ManaBU 2006b）。教育行政

官の能力を高めるために、日本でのカウン

ターパート研修を含めて、研修が実施されて

いるが、それらがどの程度効果的であったか

については、今後の調査を待たなければなら

ない。

　ただ、行政官の頻繁な人事異動や転職につ

いては、ManaBUプロジェクトに固有の問

題ではなく、教育分野、さらにはすべての分

野において共通してみられる問題である。エ

チオピアにおける給与は国連機関職員や国際

NGOが圧倒的に高く、そのため、有能な行

政官がそれらに流出する傾向が強い。ワーク

ショップや研修への参加に対して、国連機関

や国際NGOが高額の日当を支給する。その

ため、行政官（給料は１万円－１万５千円程

度）が、１日70ブル（約900円）かそれ以

上の日当を要求してくる場合があるという

（MnaBU 2005, pp.12 & 15）。

　Ma n a BU プロジェクトでは、ワーク

ショップや研修への参加に対しては、政府の

基準に基づいて支給しているが、カウンター

パートである行政官や郡役所付け建設技官が

学校建設現場に出かけても、日当は支給しな

い。行政官が内発的な動機に基づいて業務に

携わるための環境作りを目指しているからで

ある。こうしたやりかたが容易には理解され

ず、カウンターパートとの関係を築くのに時

間がかかるという事情も影響しているという

（ManaBUスタッフ談）。それにもかかわら

ず、行政官や教員がワークショップや研修に

参加したり、学校建設現場にも出かけるよう

になった点は、大いに評価すべきであろう。

また、「州教育局が主体となって、学校建築

遅延などの問題に対処していく姿勢を示し、

実行している」(ManaBU 2007, vol.35)、

「OEBイニシアチブによるManaBU学校建

設が始まった」(ManaBU 2007, vol.35)「イ

ファ・モルトレ小学校開校式において、ダレ

ジェ局長が出席し、今後積極的に協力をして

いく旨を明言した」(ManaBU 2007, vol.37)

といった記事に見られるように、中間評価以

降、州教育局の当事者意識および参加度が高

まりつつある。

　⑤に関しては、どの学校でもおしなべて地

域住民の積極的な参加が見られ、「ManaBU

学校は自分たちが力をあわせてつくった学校

だ」「コミュニティの財産だ」という声にも

あらわれているように、学校建設のプロセス

で当事者意識が涵養されてきたようである。

　また、ManaBU学校の建設が、すでにコ

ミュニティをエンパワーする契機となってい

る例もある。ワルタア・ジャララ、イファビ

ヨ、ラガラフトの３校では、それぞれ別個に

コミュニティが主体となって、ManaBU学

校建設過程から学んで、資金調達および土地

の確保を行い、教室増設に取り組んでいる

（ManaBU 2007, vol.36）。
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　また、アルシ県では、郡教育事務所と地域

住民が連携して、ManaBU学校モデルを活

用して、４郡に４校を建設するという計画を

立て、昨年度開校したコロバ・ハワス校と

2006年度に開校したガレラ・カチレ校を訪

問して情報を収集した。この計画案が県教育

事務所から日本大使館に提出され、草の根・

人間安全保障無償支援に採択された

（ManaBU 2007, vol.36）。

　さらに、ガレラ・カチレ小学校では、建設

期間中は、片道3時間の道程を、徒歩やロバ

で水汲みに行かなければならなかった。が、

開校式の日に、校庭に水道が敷設されてい

た。カソリック系のNGOの支援で給水設備

をつくる際に、ガレラ・カチレ小学校に新し

く配置された教員が機転を利かして、学校に

水道を設置するように、関係者に働きかけた

とのことであった（ManaBU  2006a ,

vol.33）。さらに、ガレラ・カチレ小学校の

校長室に電話が設置された（M a n a B U

2006a, vol.34）。村ごとに1台しかない電話

が、この学校に設置されることになったの

は、学校が単なる基礎教育の場だけではな

く、地域住民がさまざまな形で利用できるコ

ミュニティ・センターとしての機能を果たし

つつあることが認識されたためであろう。

　以上のように、ManaBUプロジェクトは、

農村へき地において教育機会を創出し、教育

の一定の質を維持するとともに、学校建設お

よび運営のプロセスを通じて、教育行政とコ

ミュニティのパートナーシップを築いた。そ

して、コミュニティをエンパワーする契機を

も創出し、地域住民が行政を動かして学校建

設や教室増設を実現していくという地域主導

的な（community-based）動きを生み出し

ているといえる。

　EFAを実現するために、コミュニティの

協力によって学校を建設するというエチオピ

ア政府の政策は、コミュニティの大きな負担

のもとで進められつつある。が、地域住民の

側からすれば、学校を建設することにより、

親たち自身は享受することのできなかった教

育の機会を、子どもたちに提供することがで

きる。そして、基礎教育の意義を理解し、よ

り質の高い教育の実現に協力していこうとす

る意欲を醸成する可能性もある。前述したい

くつかの課題をかかえつつまだ発展の途上に

あるとはいえ、ManaBUプロジェクトは、地

方教育行政と地域住民の連携による住民参加

学校建設・運営のモデル開発をめざして、着

実な成果をあげつつあるといえよう。
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